
         １ 
                            空幕厚第８４号例規 
                            ２３．３．２５ 
                      一部変更 空幕厚第１３３号例規 

                          ２８．４．１３ 
                                                       空幕厚第６９号例規 

                            ３０．３．２２ 
                              空幕厚第４９号例規 
                            令和３年３月１７日   
                           空幕厚第６１号例規 

                         令和４年４月８日 
 
 全部隊長                                                
 全機関の長 
 
                                          航空幕僚長 
 
 
   非常勤の隊員に係る給与の支給について（通達） 
 
 
 標記について、下記により実施されたい。 
 
                                      記 
                                       
１ 非常勤の隊員（隊員の任免等の人事管理の一般的基準に関する訓令（昭和３７年防

衛庁訓令第６６号）第１２条の２第１項に規定する非常勤の隊員をいい、国家公務員

の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１０９号）第２７条第１項において準用

する同法第２３条第２項に規定する任期付短時間勤務職員を除く。以下「非常勤隊員」

という。）の基本となる給与は、当該非常勤隊員の職務と類似する職務に従事する常

勤の隊員（以下「常勤隊員」という。）の属する職務の級の初号俸の俸給月額を基礎

として、職務内容及び職務経験等並びに在勤する地域の要素を考慮し、決定するもの

とする。 

２ 非常勤隊員の勤務の実態に応じ、常勤隊員において支給すべき休日給、夜勤手当、

超過勤務手当及び特殊勤務手当に相当する給与を、支給することができるものとする。 

３ 非常勤隊員の通勤の実態に応じ、通勤手当に相当する給与を支給するものとする。 

４ 任期が３か月を超える非常勤隊員に対しては、期末手当及び勤勉手当に相当する給

与を、常勤の再任用職員以外の職員の期末手当の支給率及び勤勉手当の成績率（標準

者）により支給する。その際、当該非常勤職員の勤務期間、勤務実績等を考慮するも

のとする。 

５ 非常勤隊員の給与については、常勤隊員の給与改定に係る取扱いに準じて改定する

ことを基本とする。 

６ 前各項の細部は、別紙に基づき、非常勤隊員の任免権者の定めるところによる。 
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別紙 

 

非常勤隊員に係る給与の支給に関する細部要領 

 

１ 適用 

  この要領は、次に掲げる者を除く非常勤隊員に対し適用するものとする。 

(1)  特定の時期に一時的（任期が３か月以内）に任用される非常勤隊員 

(2)  出勤すべき日が平均週２日未満の非常勤隊員 

２ 非常勤隊員の給与 

(1)  防衛省の職員の給与等に関する法律（昭和２７年法律第２６６号。以下「防給法」

という。）第２６条の規定により一般職に属する非常勤の職員の例によることとさ

れている非常勤隊員の給与は、一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年法律

第９５号。以下「一給法」という。）第２２条第２項の規定により、予算の範囲内

で支給するものとする。 

(2)  非常勤隊員の給与の支給事務については、常勤隊員の例によるものとする。 

３ 基本となる給与の決定要領 

    非常勤隊員を採用する際の基本となる給与（再採用の際の基本となる給与を含む。

以下「基本給」という。）は、当該非常勤隊員と類似する職務に従事する常勤である

事務官等に対し支給されている俸給月額の実態に留意しつつ、事務官等の採用時の給

与の決定要領を例として、当該非常勤隊員の職務内容を踏まえ、その職務遂行上必要

となる知識、技術及び職務経験等を考慮して決定するものとする。 

  なお、基本給が行政職俸給表（二）による職務の級が２級で１号俸の俸給月額（以

下この項において単に「俸給月額」という。）を基礎とする非常勤隊員を例とした基

本給の日額（以下「基本給日額」という。）の算出例は、次のとおり。 

(1)  基本給日額 

  ア １日７時間４５分の勤務（以下「フルタイム勤務」という。）の非常勤隊員の

場合 

１８３，６００円
※１

÷２１＝８，７４２円 ≒８，７００円
※２

 

        ※１：俸給月額が１８３，６００円の場合 
     ※２：１００円未満切捨て 
  イ 毎日６時間勤務の非常勤隊員の場合 

１８３，６００円
※１ ÷ ２１ × ６ｈ

※２

７．７５ｈ
≒６，７００円

※３
 

     ※１：俸給月額が１８３，６００円の場合 
      ※２：非常勤隊員の１日の勤務時間 

      ※３：１００円未満切捨て 
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(2)  昇給を考慮した基本給日額 

４月１日を基準として、前年度の１年間（４月１日から３月３１日まで）、非常

勤隊員として勤務し再採用された者の基本となる給与については、当該１年間の勤

務成績が良好な場合には、次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ右欄に掲げ

る号俸を昇給させることができるものとする。 

区    分 昇給幅 

前年度１年間の勤務時間が常勤隊員と同じ（フルタイム勤務） ４号俸 

前年度１年間の勤務時間が常勤隊員の３／４以上 ３号俸 

前年度１年間の勤務時間が常勤隊員の半分以上 ２号俸 

(3)  在勤する地域を考慮した基本給日額 

   非常勤隊員の在勤する地域が防給法第１４条第２項において準用する一給法第１

１条の３の規定により地域手当が支給される地域（以下「地域手当支給地域」とい

う。）である場合には、地域手当相当分を加算して基本給日額を算出することがで

きるものとする。 

   なお、地域手当が６級地（１００分の６）である場合の算出例は、次のとおり。 

    ア 地域手当相当分の算出要領 

１８３，６００円
※１

× 
６

※２

１００
＝１１，０１６円  

       ※１：俸給月額が１８３，６００円の場合 
     ※２：地域手当の級地の割合 
    イ 地域手当相当分を加算した基本給日額（フルタイム勤務の場合） 

 

１８３，６００円
※１

＋１１，０１６円
※２ ÷ ２１ ≒９，２００円

※３
 

 

      ※１：俸給月額が１８３，６００円の場合 
      ※２：アで算出した地域手当相当分 
      ※３：１００円未満切捨て 
４ 給与の支給要領等 

 (1)  非常勤隊員の給与は、勤務実態により支給するものとする。 

 (2) 勤務時間管理員は、諸手当に相当する給与の支給に当たり、常勤隊員の例により

勤務状況通知書を作成し、会計隊等の長に送付するものとする。 

 (3) 前号に規定するもののほか、非常勤隊員は通勤手当に相当する給与の支給に当た

り、常勤隊員の例により通勤届を所属する部隊等の長に届け出るとともに、勤務時

間管理員は付紙様式に定める通勤手当確認・決定簿を作成し、会計隊等の長に通知

するものとする。 

５ 給与の減額の算出要領 

 (1) 定められた勤務時間において、休暇（無給の休暇を除く。）の場合を除き、勤務

しなかった時間がある場合は、当該勤務しなかった時間に応ずる額を減額して支給

するものとする。 

  ア フルタイム勤務の者の１時間当たりの額の算出例は、次のとおり。 



４ 

８，７００
※１ × ２１日 × １２月

３８.７５ｈ × ５２週
≒１，０８８円

※２
 

※１：基本給日額（非常勤隊員の在勤する地域が地域手当支給地域の場合には、

第３項第３号の規定により地域手当相当分が加算された基本給日額） 
※２：１円未満四捨五入 

１，０８８円
※３ × ３ｈ

※４
＝３，２６４円（減額する額） 

※３：１時間当たりの額 

※４：勤務しなかった時間 

  イ 毎日６時間勤務の者の１時間当たりの額の算出例は、次のとおり。 

６，７００
※１ × ２１日 × １２月

３０ｈ × ５２週
≒１，０８２円

※２
 

※１：基本給日額（非常勤隊員の在勤する地域が地域手当支給地域の場合には、

第３項第３号の規定により地域手当相当分が加算された基本給日額） 

※２：１円未満四捨五入 

１，０８２円
※３ × ３ｈ

※４
＝３，２４６円（減額する額） 

※３：１時間当たりの額 

※４：勤務しなかった時間 

(2)  定められた勤務日の１日を勤務しなかった場合は、当該１日分の基本給日額を支

給しないものとする。 

６  諸手当に相当する給与の算出要領等 

 (1) 勤務命令に基づき支給する手当に相当する給与 

   常勤隊員において休日給、夜勤手当、超過勤務手当及び特殊勤務手当を支給すべ

き勤務を命じた場合には、常勤隊員との均衡を考慮し、これらの手当に相当する額

を実態に応じて給与として支給することができるものとする。 

   なお、休日給、夜勤手当及び超過勤務手当に相当する給与の時間数の算出につい

ては、その給与期間の合計時間数によって計算するものとし、その時間数に１時間

未満の端数が生じたときは、その端数が３０分以上にあっては１時間とし、３０分

未満にあっては切り捨てる（定められた勤務時間において、休暇（無給の休暇を除

く。）の場合を除き、勤務しなかった時間数の算出についても、同様とする。）。 

   基本給が行政職俸給表（二）による職務の級が２級で１号俸の俸給月額を基礎と

する非常勤隊員を例とした算出例は、次のとおり。 

ア 休日給に相当する給与 

常勤隊員において休日給を支給すべき勤務（以下「休日勤務」という。）を１

か月に２日命じた場合の算出例は、次のとおり。 

(ｱ)  休日勤務１時間当たりの休日給相当割増分（フルタイム勤務でない者につい

ても、同様とする。）。 
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８，７００
※１ × ２１日 × １２月 × ０．３５

３８.７５ｈ × ５２週
≒３８１円

※２
 

※１：基本給日額（非常勤隊員の在勤する地域が地域手当支給地域の場合に

は、第３項第３号の規定により地域手当相当分が加算された基本給日

額）  

※２：１円未満四捨五入 

(ｲ) 休日給に相当する給与の額 

３８１円
※１×１６ｈ

※２
＝６，０９６円 

※１：(ｱ)で算出した休日勤務１時間当たりの休日給相当割増分 

※２：休日勤務の時間（１日７．７５ｈ×２日＝１５．５ｈ≒１６ｈ 

（３０分以上切上げ）） 

(ｳ)  休日給に相当する給与の支給対象となる日 

非常勤隊員の交替制勤務者の休日給に相当する給与の支給対象日は、常勤隊

員の交替制勤務の場合の例による。 

なお、休日給の支給対象日の例は、次の表のとおり。 

 
５月３日 

（土） 

５月４日 

（日） 

５月５日 

（月） 

５月６日 

（火） 

５月７日 

（水） 

５月８日 

（木） 

休日 休日  休日 休日   

勤務日 勤務 勤務 休養日 休養日 勤務 勤務 

休日給の支給対象日 ○    ○ ○ 

注：１ 交替制勤務で国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）

に規定する休日（以下「祝日法による休日」という。）が休養日に当た

るときは、当該休日の直後の勤務日（当該勤務日が祝日法による休日に

当たるときは、その日の直後の勤務日）が休日給の支給対象日となる。 

２ この表において「休日」とは、祝日法による休日をいう。 
イ  夜勤手当に相当する給与 

１日７時間の深夜勤務（午後１０時から翌日の午前５時までの間（うち、休憩

時間１時間））を１か月に５日命じた場合の算出例は、次のとおり。 

(ｱ)  深夜勤務１時間当たりの夜勤手当相当分（フルタイム勤務でない者について

も、同様とする。） 

８，７００
※１ × ２１日 × １２月 × ０．２５

３８.７５ｈ × ５２週
≒２７２円

※２
 

※１：基本給日額（非常勤隊員の在勤する地域が地域手当支給地域の場合には、 

第３項第３号の規定により地域手当相当分が加算された基本給日額） 

※２：１円未満四捨五入 
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(ｲ) 夜勤手当に相当する給与の額 

２７２円
※１

×３０ｈ
※２

＝８，１６０円 

※１：(ｱ)で算出した深夜勤務１時間当たりの夜勤手当相当分 

※２：一給与期間の夜間勤務時間（休憩時間を除く。） 

ウ 超過勤務手当に相当する給与 

フルタイム勤務の者の超過勤務手当に相当する給与の算出例は、次のとおり。 

８，7００
※１

×２１日×１２月×１．２５
※２

３８.７５ｈ×５２週
≒１，３６０円

※３
×超過勤務時間 

※１：基本給日額（非常勤隊員の在勤する地域が地域手当支給地域の場合には、

第３項第３号の規定により地域手当相当分が加算された基本給日額） 

※２：フルタイム勤務でない者の場合、勤務時間がフルタイム勤務の者の勤務

時間（７時間４５分）に達するまでの間は、「１」とする。 

※３：１円未満四捨五入 

エ 特殊勤務手当に相当する給与 

    常勤隊員において特殊勤務手当を支給すべき勤務を命じた場合には、特殊勤務

手当に相当する額を実態に応じて給与として支給できるものとする。 

 (2) その他の手当に相当する給与 

  ア 通勤手当に相当する給与 

   (ｱ)  電車・バス等通勤の場合  

勤務日数に応じ、回数乗車券（ＩＣカードを含む。）利用の計算により算出

した額とする。ただし、算出した額が１か月定期券の額を超えるときは、１か

月定期券の額とする。 

(ｲ) 自動車等通勤の場合 

     常勤隊員の例に準じて算出した額とする。 

なお、一給与期間当たりの通勤回数が１０回未満の場合、再任用短時間勤務

隊員との均衡を考慮し、１００分の５０を減じるものとする。 

   イ 期末手当及び勤勉手当に相当する給与 

(ｱ)  期末手当に相当する給与 

      ａ 算出式 

支給額＝基本給日額×２１日×支給率
※１

×在職期間割合
※２

 

※１：支給率は、常勤の再任用職員以外の職員の支給率とする。 

※２：在職期間割合及び算定期間は、常勤隊員の例による。 

     ｂ  算出例  

基本給日額を基礎とする非常勤隊員に係る支給率を常勤隊員の支給率と同

率にした場合の算出例は、次のとおり。 

 

 



７ 

８，７００円
※１

×２１日×１．２
※２

×１
※３

≒２１９，２４０円
※４

 

※１：基本給日額（非常勤隊員の在勤する地域が地域手当支給地域の場合

には、第３項第３号の規定により地域手当相当分が加算された基本

給日額） 

※２：一般職員の支給率（１２月期１２０／１００の場合） 
※３：在職期間割合 

※４：１円未満切捨て 

(ｲ) 勤勉手当に相当する給与 

     ａ 算出式 

支給額＝基本給日額×２１日×成績率
※１

×勤務期間支給割合
※２

 

※１：成績率は、常勤の再任用職員以外の職員の成績率（標準者）とする。  
※２：勤務期間支給割合及び算定期間は、常勤隊員の例による。 

ｂ 算出例 

基本給日額を基礎とする非常勤隊員に係る成績率を常勤隊員の成績率（標

準者）と同率にした場合の算出例は、次のとおり。 

８，７００円
※１

×２１日×０．９２
※２

×１
※３

≒１６８，０８０円
※４

 

※１：基本給日額（非常勤隊員の在勤する地域が地域手当支給地域の場合

には、第３項第３号の規定により地域手当相当分が加算された基本

給日額） 

※２：一般職員の成績率（標準者９２／１００の場合） 

※３：勤務期間支給割合（欠勤は除算する。） 

※４：１円未満切捨て 

(ｳ) 基準日 

      常勤隊員と同じとする。 

なお、採用の時点で、任期が３か月を超える非常勤隊員には、常勤隊員と同

じように期末手当及び勤勉手当に相当する給与を支給するものとする。  

  



８
」
 

                                                        付紙様式 

通勤手当確認・決定簿 

 

氏   名 所    属 

 

月 通勤回数 算   出   式 支給額 
勤務時間管理員 

確認日 

４     

５     

６     

７     

８     

９     

１０     

１１     

１２     

１     

２     

３     

 


